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論 文 内 容 の 要 旨 
 第２次世界大戦後のアメリカ資本主義の発展は、軍事力を基礎に実現されてきた。アメリカ国家は、しばし
ば暴力的な方法でアメリカ資本の資本蓄積を媒介してきた。アメリカの戦争を阻止し、軍事技術を放棄させる
ためには、政治的力関係を変えることも重要であるが、軍事・戦争に頼らない経済・産業構造への転換が根本
的に必要である。本論文の目的は、軍事技術の廃棄・放棄の技術的・経済的条件を明らかにするために、アメ
リカの軍事技術の構造とその供給メカニズムを解明することにある。そのために、ベトナム戦争以降の軍事戦
略にもとづく軍事技術開発と、その供給基盤である軍事産業基盤（defense industrial base）の国内的、およ
びグローバルな再構築という視点から分析を行なった。 
 戦後アメリカの軍事戦略は、核抑止戦略と通常戦争戦略から成るが、ベトナム戦争以降は、現実の通常戦争
（熱戦）を効率的に戦うための通常戦争戦略が重視された。ベトナム戦争では、米兵の犠牲と戦費が拡大する
長期間の戦争に国内世論が反発し、アメリカ資本の世界的な経済的利益を確保・拡大させたくても、アメリカ
は戦争という選択肢を容易には選択できなくなったのである。湾岸戦争では、「被害」の最小化と戦争の短期化、
戦費の分担が実現され、戦争はアメリカ国民から圧倒的に支持された。そのため湾岸戦争は、ベトナム戦争以
降の軍事力再構築の結果であると同時に、イラク戦争にいたる冷戦崩壊後のアメリカの戦争の原型になった。 
 しかし、湾岸戦争も、それ以前と同様に無差別大量殺戮を伴った戦争であった。「国益」を基準にしたアメリ
カの介入は、現地住民には容易に受け入れられないため、地上戦や統治の段階では、現地住民の反発、ゲリラ
やレジスタンスによる対抗を避けることができない。アメリカが介入目的を達成するためには、無差別大量殺
戮に至らざるをえないのであった。そのための手段が航空爆撃であり、精密誘導爆撃は、無差別大量爆撃を効
率的に行うための前段階の手段として使用された。そのため、湾岸戦争で成功したかにみられた戦争の仕方は、
アフガニスタン報復戦争とイラク戦争では行きづまりをみせている。 
 ベトナム戦争以降のアメリカは、軍事技術を供給する軍事産業基盤にも問題を抱えた。アメリカ企業の「国
際競争力」問題を背景に、1980年代には日本の電子産業の発展によって軍事調達における対日「依存」が問題
になり、一国完結的な軍事産業基盤は解体された。また、ソ連崩壊により軍事面での脅威が薄れ、90年代以降
は軍事産業基盤の効率性が問題になった。「依存」と効率性という問題を抱えたアメリカ軍事産業基盤は、上層
サプライヤーでは軍事費削減を直接の原因として産業再編が進み、国内的に再構築された。アメリカ軍事産業
は、国家から直接・間接の援助を受け、中核技術とシステム統合における技術競争力を蓄積させており、その
部分での優位をさらに強固なものにしたのであった。 
 脆弱性として認識されていた技術の対外「依存」は、選択的に外国に「依存」し続ける仕組みを作ることで
「克服」されることになり、軍事産業基盤の下層サプライヤーはグローバルに再構築された。日本との関係で
は、アメリカが武器輸出３原則を３段階にわたって緩和・形骸化させることで、日本の産業・技術・資金・技
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術者などを軍事産業基盤の下層に組み込み、安定的に「依存」し続けられる仕組みを作ってきた。アメリカ国
内の軍事産業が付加価値の高い中核技術を握り、海外の産業基盤には周辺技術の開発・生産を引き受けさせる
という構造が作り出されたのである。従来は一国的に理解されてきた軍産複合体は、今日では国際的なものと
して問題にしなければならないのである。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 本論文は、軍事技術の廃棄・放棄の技術的・経済的条件を明らかにし、アメリカの軍事技術の構造とその供
給メカニズムを解明するために、ベトナム戦争以降の軍事戦略にもとづく軍事技術開発と、その供給基盤であ
る軍事産業基盤（defense industrial base）の国内的、およびグローバルな再構築という視点から次のような
分析を行なっている。 
 戦後、アメリカは、軍事の分野でも圧倒的な繁栄を見たが、ベトナム戦争では、アメリカ社会全体に反戦世
論が広がり、米軍は撤退に追い込まれた。ベトナム戦争以降のアメリカは、アメリカ資本の世界的な経済的利
益を確保し拡大させたくても、戦争という選択肢を容易には選択できなくなったのである。ところが、湾岸戦
争では、「被害」の最小化と戦争の短期化、戦費の分担が実現され、戦争はアメリカ国民から圧倒的に支持され
た。そのため湾岸戦争は、ベトナム戦争以降の軍事力再構築の結果であると同時に、イラク戦争にいたる冷戦
崩壊後のアメリカの戦争の原型になった。 
 ベトナム戦争以降のアメリカは、多くの産業分野でアメリカ企業の「国際競争力」の低下が問題になった。
国際競争力の問題は、軍事との関係では技術の対外「依存」として問題にされた。戦後のアメリカは、兵器の
素材や部品の多くを国内企業から調達してきたが、ヨーロッパや日本の産業発展を背景に国外調達が増えてき
た。問題視されたのは、生産力におけるアメリカの絶対的な優位が失われたことにより、軍事技術を構成する
素材や部品を外国、特に日本の技術に依存していることにあった。 
 アメリカ資本主義にとっては、必ずしも技術競争力そのものではなく、経済的利益の確保と拡大こそが重要
であるが、軍事力を行使するためには軍事力軍事技術における圧倒的な技術的優位が重要である。軍事力を海
外に投入し、アメリカの「国益」を守るためには、軍事における技術競争力が決定的な役割を果たすのである。
しかし、軍事技術の優位を維持するために、裾野産業も含めたすべての分野のアメリカ国内産業を強化し、す
べての技術分野における優位を取り戻すことは、アメリカにとって非現実的である。したがって、1980年代以
前は一国完結的な軍事産業基盤により圧倒的に優れた軍事技術を保持したアメリカは、1980年代以降は別の方
法で軍事技術の優位性を保たなければならなかった。 
 以上、本論文の目的のひとつである「軍事技術の廃棄・放棄の技術的・経済的条件を明らかにする」ことは
不十分であるが、もう一つの目的である「アメリカの軍事技術の構造とその供給メカニズムを解明する」こと
は、「ベトナム戦争以降の軍事戦略にもとづく軍事技術開発と、その供給基盤である軍事産業基盤の国内的、お
よびグローバルな再構築」を極めて精緻に分析されており、充分に説得的である。こうした問題を考える際、
ベトナム戦争以前からの軍事技術開発や財政などの制度的側面の分析も含めて、総合的に分析する必要があり、
この点に関しては充分に展開されているとは言いがたく、本論文の制約となっている。また、論文作成に関す
るルールにもう少し注意を払った方が良かったと思われる。しかし、先行研究にない新たな知見を数多く明ら
かにしており、審査委員会は全員一致して、本論文が博士（商学）の学位を授与するに値するものと判断した。 
